新庁舎等建設の断念について、日本共産党の見解

9月1日、本会議において市長から、新庁舎と（仮称）福祉会館の建設について、従来方針を見直すとの表明がありました。従来方針の見直しとは、現設計の見直しであることも明らかにしました。
理由は、施工会社を対象としたサウンディング調査（事前調査）を実施したところ、建設物価高騰の影響により工事費が2 4 0億円程度まで上昇することも想定され、学校施設長寿命化を始めとした施設の老朽化対策の取組と合わせて、非常に大きな財政負担となる見通しとなり、このまま進めていくことは厳しいと受け止めざるを得ない状況となった、と説明されました。

私たちは、2020年2月に示された基本設計のパブリックコメント以来、設計の見直しを、市民のみなさんとともに求めてきたところであり、見直すことを表明したことは当然のことであり良かったと考えています。

私たちは、新庁舎等建設は、リース庁舎と本庁舎の老朽化の解消のために必要であり、市民生活を守りながら建設をすすめる立場です。
その観点から今年2月、市長から新庁舎棟建設の新方針（工事費174億円、総事業費242.5億円とし、令和10年１月又は令和10年10月に建設着工）が示された時も、同時期に整備される学校施設の建て替えとの関係で借金の総額が財政規律ガイドラインを超え、財政負担が莫大になることを試算し、市民生活に重大な影響が出る可能性があると指摘しました。そして小金井市に対し財政計画を示すとともに、設計の見直しを求めてきました。
しかし市長は、自分たちが決めた財政規律ガイドラインの借金総額の上限である305.8億円は「目安である」と言って開き直って乗り切ろうとしていました。
この間小金井市は、市民に対し国保税、下水道料金の負担増、公民館の有料化、公立保育園の廃園など押し付ける一方で、「財政規律ガイドラインを守らなくても良い」と言って放漫な財政運営を行おうとしていることが許されるのでしょうか。ガバナンスの欠落による財政運営を行なっている市長の責任は重大です。

この６年間、庁舎と福祉会館の建設を考える会の皆さん、市民の皆さんが立ち上がり、「市案」か「見直し案」か、署名活動や住民投票条例制定を求める直接請求署名運動を起こすなど、粘り強く活動されてこられ、お疲れ様でした。
市役所は、住民自治の拠点であり、９９％市民の税金で建設する公共施設です。市民活動の拠点でもある福祉会館の早期建設は切実な願いです。私たち日本共産党は、市民の声が反映された、市民に利用しやすいコンパクトな公共施設となるよう、引き続き市民のみなさんとともに、奮闘する決意です。
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